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⻄宮市障害を理由とする差別の解消及び誰もが暮らしやすいまちづくりの推進に 
関する条例について 
 

１．条例の概要 

（１）条例制定の目的について  ［ 前文、第１条に規定 ］ 

 全ての市民は、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として

尊重されるものです。 

国においては、平成 26年の障害者権利条約の批准とそれを契機とした障害のある人の権利擁護、

生活支援、差別解消、就労支援等に向けた法整備が行われてきました。 

本市でも、平成 30 年３月に「西宮市障害福祉推進計画」を改定し、「ともに生き ともに支えあう 

共生のまち 西宮」を目指す将来像として取り組みを進めています。 

しかしながら、障害のある人は周囲の理解不足や偏見等により、障害を理由とする不当な差別的

取扱いを受けることや、障害の特性に応じた多様な意思疎通のための手段の提供がなされないこと、

手話が言語であることが理解されないことにより、情報の取得や意思疎通ができずに自立や社会 

参加が妨げられていることがあります。 

これらの課題を解決するためには、障害に対する理解を促進し、誰もが障害の有無によって分け

隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合うことが重要です。 

条例を制定することで、基本理念や基本的な施策などを示し、障害の有無にかかわらず誰もが 

暮らしやすいまちづくりを推進します。 

 

 

 

 

 

 

（２）条例の特徴について 

現在、他の自治体においても障害のある人の福祉の推進のための条例が制定されています。その

多くは①障害者差別解消条例、②手話言語条例、③情報コミュニケーション条例の３つに分類する

ことができます。西宮市における条例は、これら３つの条例の内容を包括しています。 

 

① 障害者差別解消条例 
市民等や事業者の責務を定め、障害のある人に対して、

障害を理由とする差別をなくすことが目的です。 

② 手話言語条例 
手話が言語であることを明確にし、手話を使用する人に

対する理解を深めることが目的です。 

③ 情報コミュニケーション条例 

手話や要約筆記、点字など様々な障害の特性に応じた 

意思疎通手段の利用促進、普及啓発を行い、情報の取得

や意思疎通を促進することが目的です。 
  

この条例において障害のある人とは、身体・知的・精神・発達障害、難病などがあって、障害や社会的障壁により
継続的または断続的に日常生活や社会生活に制限を受けている人とし、障害者手帳の有無は問いません。 
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（３）条例の規定について 

ア 基本理念  ［ 第３条に規定 ］ 

この条例における基本理念は次の４つです。 

 

 

① 障害の有無にかかわらず誰もが相互に 

人格と個性を尊重し合います。 

 

② 障害を理由とする差別の解消について、

市・市民等・事業者が相互に協力して 

取り組みます。 

 

③ 手話が独自の言語体系と歴史的背景を 

有する文化的所産であることを理解し、 

尊重します。 

 

④ 障害のある人の言語その他の意思疎通 

のための手段について選択の機会を 

確保します。 

 

 

イ 市・市民等・事業者の責務について  ［ 第２条、第５条〜第７条に規定 ］ 

 

市 

差別の解消、多様な意思疎通手段の普及、誰もが暮らしやすいまちづくりの推進

のため、必要な財政上の措置や啓発活動を行います。 

学校園においては、障害の特性に応じた教育を受けられ、障害の有無にかかわらず

共に学ぶことができるよう必要な取組を行います。 

市民等 

市民等は、西宮市に住民票を有している人のほか、通勤、通学している人も含まれます。 

市民等は、障害への理解を深めるとともに、市が実施する施策に協力することで、

市や事業者と協力して誰もが暮らしやすいまちづくりを推進します。 

事業者 

事業者は、市内において事業を行う者とします。営利非営利を問わず、お店のほか

病院、薬局、福祉事業所、教育機関、ＮＰＯ法人なども含まれます。 

事業者は、市が実施する施策に協力するほか、障害を理由とする差別を行わない

こと、多様な意思疎通手段の利用を促進することが求められます。 

 

  

障害を理由とする
差別の解消

情報・意思
疎通の保障

手話と手話を
使用する人の

尊重

相 互 理 解 
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  ウ 差別の禁止について  ［ 第４条に規定 ］ 

本条例において、障害を理由とする差別とは「不当な差別的取扱い」と「合理的配慮を  

提供しないこと」とし、何人も障害を理由とする差別をしてはいけません。 
 

① 不当な差別的取扱い 

正当な理由なしに、障害又は障害に関連する事由を理由として、障害のある人を排除し、 

その権利の行使を制限し、その権利を行使する際に条件を付ける等の取扱いをすること 
 

② 合理的配慮の提供 

障害のある人が現に社会的障壁※1 の除去を必要としている場合※2 であって、その実施に

伴う負担が過重でないときは、障害のある人の権利利益を侵害することとならないよう、

障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮をすること 
※１ 日常生活又は社会生活を営む上で障壁となる社会における事物、制度、慣行、観念など 

※２ 障害のある人が意思表示することが困難な場合は、客観的にわかる場合や、家族や支援者が本人 

の意思を代弁した場合も含みます。 

条例の施行に伴い、事業者における合理的配慮の提供が義務となります。事業者は実施に

伴う負担が過重でないときは、合理的配慮を提供することが求められます。 

 

エ 差別解消の仕組みについて  ［ 第８条〜第１１条に規定 ］ 

   ① 相談  

障害のある人（その家族等を含む）や事業者は、市または市の指定する相談機関に対し、

障害を理由とする差別の解消に関する相談を行うことができます。 

相談を受けたときは、必要に応じて、事実の確認、当事者に対する助言、情報の提供、

調整を行います。 

当事者は、正当な理由がある場合を除き、必要な協力をしなければなりません。 
 

相談できるところ 電話 ファックス 
⻄宮市障害福祉課 0798-35-3147 0798-35-5300 
障害者総合相談支援センターにしのみや 0798-37-1300 0798-34-5858 
ハローワーク⻄宮 0798-75-6715 0798-71-9672 

 

② あっせん・調整・勧告・公表  

  相談をした人は、市が対応してもなお解決が見込めない場合は、市長に対し、事業者を

相手方としたあっせんの申し立てをすることができます。市は必要な調査を行った上で、

あっせんの適否を決定し、あっせんを行う場合は、本市の附属機関である西宮市権利  

擁護支援システム推進委員会があっせん案を作成し、提示します。 

事業者が正当な理由なく、あっせん案に従わない場合は、市が勧告を行うことができます。

事業者が正当な理由なく、勧告に従わない場合は、市が経緯の公表を行うことができます。 

ただし、勧告や公表を行う場合は、あらかじめ事業者に対しその旨を通知し、意見の  

聞き取りを行います。 

 

 

 

  
この条例は、差別をしたとされる側を一方的に非難したり、罰を与えることが目的ではありません。 
障害を理由とする差別の解消は、お互いに相手の理解を深めることで進めていきます。 
市は合理的配慮の提供に対する助成や好事例の公表を⾏い、差別の解消に向けた支援を⾏います。 

Ｐｏｉｎｔ 
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オ 多様な意思疎通手段の普及・情報の取得について  ［ 第１２条〜第１５条に規定 ］ 

① 言語としての手話に対する理解 

市は、手話が独自の言語体系と歴史的背景を有する文化的所産であることに基づき、 

手話に対する理解の促進を図ります。市民等、事業者は手話に対する理解を深めることが

求められます。 

 

   ② 多様な意思疎通手段の普及・情報の取得 

障害の特性に応じた多様な意思疎通手段として、手話、要約筆記、点字、音訳、字幕、

文字表示及び平易な表現などがあります。市は、これらの意思疎通のための手段の普及・

利用促進のため、手話、要約筆記等の支援者の養成や学校などにおいて手話等を学ぶ機会

の提供を行います。 

 

（４）市の基本的な施策について  ［ 第１６条〜第２４条に規定 ］ 

障害のある人に関する施策については、福祉以外の分野にも関わるため、各分野の取組に 

ついても規定します。 

① 障害福祉施策・障害福祉サービスの充実 ② 医療機関等との連携 

③ 災害時の安全の確保 ④ 住まいの確保 

⑤ 移動しやすい環境の整備 ⑥ 就労の支援 

⑦ 文化芸術活動への参加 ⑧ スポーツ活動への参加 

⑨ 学校園における理解促進  

 

 

２．条例制定の経緯について 

本条例は、障害のある人やその家族、学識経験者、事業者、関係機関等で構成される「西宮市

障害福祉推進計画策定委員会」において内容の審議を行いました。また、障害福祉施策に関する

市民・民間団体と行政との意見交換の場である「西宮市障害福祉施策推進懇談会」を開催し、  

意見の集約を行いました。 

 

制定までのスケジュール 

平成30年 11月13日 西宮市障害福祉推進計画策定委員会 

平成31年 ２月15日 西宮市障害福祉推進計画策定委員会 

（令和元年） ５月24日 西宮市障害福祉推進計画策定委員会 

 ６月18日 西宮市障害福祉施策推進懇談会 

 ７月２日 市議会への所管事務報告 

 ８月21日 西宮市障害福祉推進計画策定委員会 

 ９月12日 市議会への所管事務報告 

 ９月18日 パブリックコメント（10月18日まで） 

 11月20日 西宮市障害福祉推進計画策定委員会 

 12月12日 市議会への所管事務報告 

令和２年 ２月19日 市議会へ提案 

 ３月23日 議案可決 

 ３月27日 条例公布 

 ７月１日 条例施行 
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３．条文 

前文 全ての市民は、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人と

して尊重されるものである。 

しかしながら、障害のある人は周囲の理解不足や偏見等により、障害を理由とする不当な差別

的取扱いを受けることがある。また、障害の特性に応じた多様な意思疎通のための手段の提供が

なされないこと及び手話が言語であることが理解されないことにより、情報の取得や意思疎通が

できずに自立や社会参加が妨げられている。 

誰もが地域で、生き生きと自分らしい生活を送るためには、全ての市民等が市及び事業者と協

力して障害に対する理解を深めるよう努めるとともに、障害のある人の自立や社会参加を妨げて

いる社会的障壁を取り除き、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を

尊重し合うことが重要である。 

私たちのまち西宮市が、これまで障害のある人が地域で主体的に生活していけるように取り組

んできた歴史を基盤として、今後も障害を理由とする差別を解消し、誰もが暮らしやすいまちづ

くりを推進するため、この条例を制定する。 

 （説明） 

１ページ「（１）条例制定の目的について」を参照 

 

第１章 総則 

目的 第１条 この条例は、障害を理由とする差別の解消に関する基本理念及び市の施策の基本となる

事項を定めることにより、障害の有無にかかわらず、誰もが暮らしやすいまちづくりの推進を

図ることを目的とする。 

 （説明） 

１ページ「（１）条例制定の目的について」を参照 

定義 第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

(1) 市民等 市民、市内の事務所又は事業所に勤務する者、市内の学校に在学する者及び市内

で活動する者をいう。 

(2) 事業者 市内で事業を行う者をいう。 

(3) 障害のある人 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）、難病に起因する障害

その他の心身の機能の障害（以下「障害」と総称する。）がある者であって、障害及び社会的

障壁により継続的又は断続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの

をいう。 

(4) 社会的障壁 日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、

慣行、観念その他一切のものをいう。 

(5) 多様な意思疎通手段 手話、要約筆記、点字、音訳、字幕、文字表示及び平易な表現その

他障害の特性に応じた多様な意思疎通のための手段をいう。 

基本理念 第３条 市、市民等及び事業者は、次に掲げる基本理念に基づき、誰もが暮らしやすいまちづく

りを推進するものとする。 

(1) 障害の有無にかかわらず、誰もが相互に人格と個性を尊重し合うこと。 

(2) 障害を理由とする差別の解消について、相互に協力して取り組むこと。 

(3) 手話が独自の言語体系と歴史的背景を有する文化的所産であることが理解され、尊重され 

ること。 

(4) 障害のある人は、多様な意思疎通手段についての選択の機会が確保されること。 

 （説明） 

２ページ「（３）条例の規定について ア 基本理念」を参照 
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差別の禁止 第４条 何人も、障害又は障害に関連する事由を理由として、障害のある人を排除し、又は正当

な理由なしに、その権利の行使を制限し、若しくはその権利を行使する際に条件を付する等の

取扱いをしてはならない。 

２ 何人も、障害のある人が現に社会的障壁の除去を必要としている場合であって、その実施に

伴う負担が過重でないときは、障害のある人の権利利益を侵害することとならないよう、当該

障害のある人の障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮

をしなければならない。 

 （説明） 

３ページ「ウ 差別の禁止について」を参照 

市の責務 第５条 市は、第３条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、障害を理由とする差

別の解消、多様な意思疎通手段の普及及び誰もが暮らしやすいまちづくりの推進のために必要

な施策（以下「市の施策」という。）を実施することとする。 

２ 市は、市の施策の実施に必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 市は、誰もが暮らしやすいまちづくりを推進するため、市民等及び事業者に、障害及び社会

的障壁の除去の必要性に対する理解を深めるための啓発を行うものとする。 

４ 市は、西宮市立学校において、幼児、児童、生徒又は学生が、障害の特性に応じた教育を受

けられるよう必要な措置を講ずるとともに、これらの者が障害の有無にかかわらず、共に学ぶ

ことができるよう必要な取組を行うものとする。 

 （説明）第５条～第７条 

２ページ「イ 市・市民等・事業者の責務について」を参照 

市民等の責務 第６条 市民等は、基本理念にのっとり、障害及び社会的障壁の除去の必要性に対する理解を深

めるとともに、市の施策に協力するよう努めるものとする。 

事業者の責務 第７条 事業者は、その事業を行うにあたり、基本理念にのっとり、障害及び社会的障壁の除去

の必要性に対する理解を深めるとともに、障害を理由とする差別の解消及び多様な意思疎通手

段の確保のために必要な措置を講ずるものとする。 

２ 事業者は、市の施策に協力するよう努めるものとする。 

 

第２章 障害を理由とする差別の解消 

相談及び対応 第８条 市民である障害のある人、その家族及び支援者並びに事業者は、市の相談窓口又は市長

の指定する相談機関（以下これらを「相談機関」という。）に対し、障害を理由とする差別の解

消に関する相談を行うことができる。 

２ 相談機関は、前項の規定により相談を受けた場合は、必要に応じて、次に掲げる対応を行う

ものとする。 

(1) 差別に係る事実の確認 

(2) 当事者（前項の規定により相談を行った者及び当該相談の関係者をいう。以下同じ。）に対

する助言、必要な情報の提供及び調整 

(3) 関係行政機関への連絡調整 

３ 当事者は、前項第１号又は第２号に掲げる対応に対し、これを拒む正当な理由がある場合を

除き、必要な協力をしなければならない。 

 （説明）第８条～第１１条 

３ページ「エ 差別解消の仕組みについて」を参照 

あっせん 第９条 前条第１項の規定により相談を行った者（事業者を除く。）は、相談機関が対応してもな

おその解決が見込めないときは、市長に対し、障害を理由とする差別を行った事業者を相手方

とする当該事案の解決のためのあっせんの申立てをすることができる。ただし、当該申立てを

行う者が障害のある人の家族又は支援者であるときは、当該障害のある人の意に反してこれを

行うことができない。 
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２ 市長は、前項本文の規定によるあっせんの申立てがあったときは、当該あっせんの申立てに

係る事案について、必要な調査を行い、あっせんを行うことの適否を決定するものとする。こ

の場合において、市長が必要と認めるときは、当該適否を決定することについて、西宮市附属

機関条例（平成２５年西宮市条例第３号）別表に規定する西宮市権利擁護支援システム推進委

員会（以下「委員会」という。）に諮問することができる。 

３ 前項本文の規定により調査を行う場合においては、あっせんを申し立てた者及びあっせんの

相手方である事業者（以下これらを「あっせん当事者」という。）は、これを拒む正当な理由が

ある場合を除き、当該調査に協力しなければならない。 

４ 市長は、第２項本文の規定によりあっせんを行うことが適当であると決定したときは、委員

会にあっせんを行うよう求めるものとする。 

５ 委員会は、前項の規定によるあっせんの求めがあったときは、必要に応じ、あっせん当事者

の意見を聴取し、又はあっせん当事者に資料の提出を求め、事案の解決に必要なあっせん案を

作成し、これをあっせん当事者に提示するものとする。 

６ 委員会は、あっせんに係る事案について、あっせんによる解決の見込みがないと認めるとき

は、あっせんを打ち切ることができる。 

７ 委員会は、前項の規定によりあっせんを打ち切ったときは、その旨をあっせん当事者に通知

するものとする。 

８ 委員会は、第５項の規定によりあっせん案を提示し、又は第６項の規定によりあっせんを打

ち切ったときは、その旨を市長に報告しなければならない。 

勧告 第１０条 市長は、前条第５項の規定によりあっせん案の提示を受けた事業者が正当な理由なく

これを受諾せず、又は受諾したあっせん案に従わないときは、当該事業者に対し、これを受諾

し、又は受諾したあっせん案に従うよう勧告することができる。 

２ 市長は、前項の規定による勧告をしようとするときは、あらかじめ、当該事業者に対しその

旨を通知し、意見を述べる機会を与えなければならない。 

公表 第１１条 市長は、前条第１項の規定による勧告を受けた事業者が正当な理由なく当該勧告に従

わないときは、その旨を公表することができる。 

２ 前条第２項の規定は、前項の規定による公表について準用する。 

 

第３章 多様な意思疎通手段の普及及び情報の取得 

言語としての

手話に対する

理解の促進 

第１２条 市は、基本理念にのっとり、言語としての手話に対する理解の促進を図るものとする。 

２ 市民等及び事業者は、基本理念にのっとり、言語としての手話に対する理解を深めるよう努

めるものとする。 

 （説明）第１２条～第１５条 

４ページ「オ 多様な意思疎通手段の普及・情報の取得について」を参照 

多様な意思疎

通手段の普及 

第１３条 市は、多様な意思疎通手段の普及を図るとともに、その利用が促進されるよう努める

ものとする。 

手話等を学ぶ

機会の提供等 

第１４条 市は、手話、要約筆記、点字又は音訳（以下「手話等」という。）を必要とする障害の

ある人、当該障害のある人の意思疎通を支援する者及び関係機関と連携して、市民等に手話等

を学ぶ機会を提供するものとする。 

２ 市は、障害のある人の意思疎通を支援する者を養成するために必要な取組を行うものとする。 

多様な意思疎

通手段による

情報の提供 

第１５条 市は、障害のある人が情報を円滑に取得することができるようにするため、多様な意

思疎通手段による情報の提供に努めるものとする。 
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第４章 市の施策の基本となる事項 

障害福祉施策

の充実等 

第１６条 市は、障害福祉に係る施策及び障害のある人に対する福祉サービスの充実を図るもの

とする。 

 （説明）第１６条～第２４条 

４ページ「（４）市の基本的な施策について」を参照 

医療機関等と

の連携 

第１７条 市は、障害のある人が地域で必要な医療を受けられるように病院、診療所その他の関

係機関との連携を図るものとする。 

災害時の安全

の確保 

第１８条 市は、障害のある人の災害時の安全を確保するために必要な取組を行うものとする。 

住まいの確保 第１９条 市は、住まいの確保に配慮を要する障害のある人に対し、居住支援策の実施に努める

ものとする。 

移動しやすい

環境の確保 

第２０条 市及び事業者は、障害のある人が移動しやすい環境を確保するため、交通施設等の整

備、交通手段の確保及び移動の支援等の必要な取組を行うものとする。 

就労の支援等 第２１条 市は、障害のある人の就労の支援のために必要な取組を行うものとする。 

２ 事業者は、障害のある人に対する雇用の機会の拡大及び障害のある人が働き続けられる職場

環境の整備に努めるものとする。 

文化芸術活動

への参加 

第２２条 市は、障害のある人の文化芸術活動への参加を促進するために必要な取組を行うもの

とする。 

スポーツ活動

への参加 

第２３条 市は、障害のある人のスポーツ活動への参加を促進するために必要な取組を行うもの

とする。 

学校における

障害等に対す

る理解の促進 

第２４条 市は、西宮市立学校において障害及び多様な意思疎通手段に対する理解を促進するた

めに必要な取組を行うものとする。 

 

付 則 

施行期日 第１条 この条例は、令和２年７月１日から施行する。 

 （説明） 

４ページ「２．条例制定の経緯及び今後の予定について」を参照 

西宮市附属機

関条例の一部

改正 

第２条 西宮市附属機関条例の一部を次のように改正する。 

別表市長の部地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の款西宮市権利擁

護支援システム推進委員会の項中「審議」の次に「並びに西宮市障害を理由とする差別の解消及

び誰もが暮らしやすいまちづくりの推進に関する条例（平成３１年西宮市条例第 号）の規定に

よりその権限に属させられた事項の処理」を加える。 

 （説明） 

３ページ「エ 差別解消の仕組みについて」を参照  


